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１ 大阪府の特徴

(1) 地勢と構想区域

(2) 医療提供体制

(3) 地域医療構想

(4) 地域医療構想調整会議
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面積：約1,905㎢
人口：約880万人
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１ 大阪府の特徴 (1) 地勢と構想区域 ① 地勢

大阪府は、コンパクトなエリアに人口が集中した、
府域全体が高密度で、多機能なネットワーク都市

◆都市機能
• 都心だけではなく、主要な鉄道駅周辺や幹線道路沿道に

は、地域医療支援病院や大規模商業施設、地域特性を
持つ多様な歴史・文化資源等が立地し、これらの多様な
都市機能が鉄道・幹線道路等によりネットワークされた都市
を形成している。

※ 「大阪府における都市計画のあり方（答申）」

（平成28年2月）大阪府都市計画審議会（抄）

●駅勢図（駅から半径１㎞）

◆土地利用・市街地
• 大阪府域のほぼ全域が都市計画区域に指定（99%）されており、

都心から放射状に延びる鉄道沿線等に市街地が連担しており、府
域を超えて一体的な都市を形成している。

• また、都心から概ね 40km 圏というコンパクトなエリアに人口が集中
し、市街化区域のほぼ全域が人口集中地区（96%）となっている。

• さらに、鉄道駅から半径1km圏に人口の7割以上が集まっており、
高密度な都市を形成している。
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１ 大阪府の特徴 (1) 地勢と構想区域 ② 構想区域

豊能
三島

北河内

中河内

南河内

泉州

堺市

大阪市

構想区域
人口
（人）

面積
（km2）

人口密度
（人/km2）

一般
病院数

豊能 1,029,975 276 3,737 44

三島 748,497 213 3,506 33

北河内 1,169,572 177 6,595 57

中河内 846,049 129 6,567 35

南河内 619,508 290 2,136 35

堺市 840,016 150 5,607 41

泉州 910,744 445 2,048 63

大阪市＊ 2,686,246 225 11,928 183

大阪府における構想区域は、８つの二次医療圏により設定

＊ 「大阪市」については、４つの基本医療圏をもつ。
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１ 大阪府の特徴 (1) 地勢と構想区域 ③ 構想区域の特色

大阪府は、すべての構想区域（二次医療圏）が「大都市型」で、
医療を含む都市機能面において、相当の均質性を有する

◆大都市型では、「地方都市型」、「過疎地域型」とは異なり、構想区域（二次医療圏）内に、
基幹となる病院が複数存在することが多い。

◆大阪府は府内全域で交通網が発達しており、例えば急性期症状対応については、医療機関まで
15分以内で到達することが可能。

出典：『医療需要ピークや医療福祉資源レベルの地域差を考慮した医療福祉提供体制の
再構築』 国際医療福祉大学大学院教授 高橋泰

（第9回社会保障制度改革国民会議（平成25年4月19日）資料）

●二次医療圏の類型（平成22年度）

脳梗塞

15分以内
30分以内
60分以内

●疾患別アクセスマップと人口カバー率（脳梗塞）

出典：大阪府地域医療構想
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１ 大阪府の特徴 (2) 医療提供体制 ① 病院数

大阪府は、全国と比較して民間病院の割合が高い

◆府内の開設者別にみた病院の構成割合は、民間病院が約９割を占め、全国より約１割高い。

89.5％

81.1％

●開設者別にみた病院の構成割合（平成28年） 出典：医療施設動態調査

◆医療機能の分化・連携を進めるためには、公民一体で取り組むことが鍵。

大阪府

全国
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１ 大阪府の特徴 (3) 地域医療構想 ① 医療需要

大阪府は、今後、医療需要の大幅な増加が見込まれている

◆大阪府は高齢化の進展等に伴い、各構想区域において医療需要は、2030年ごろまで増加すること
が見込まれている。2040年ごろでも2025年と同水準で推移。

出典：第7次大阪府保健医療計画（素案）平成29年8月
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１ 大阪府の特徴 (3) 地域医療構想 ② 病床数の必要量

大阪府における将来の病床数の必要量は、
既存病床を大きく上回る見込み

◆2025年の病床数の必要量は101,474床になると見込まれ、2014年度の既存病床数
91,080床＊と比較すると、約１万床不足するとの推計。
（病床が不足する見込みのある都道府県は全国で６都府県） ＊2014年度病床機能報告

（休棟等又は未報告等を含む）

過剰？

2014年度病床機能報告
2025年病床数の必要量

不足？

床
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１ 大阪府の特徴 (4) 地域医療構想調整会議

大阪府における地域医療構想推進には、
政令市・中核市との連携が必須

◆大阪府において、地域医療構想調整会議（懇話会・部会を含む）の運営は、12の府保健所と
２政令市及び４中核市で役割分担のうえ連携して担っている。

◆政令市はそれぞれの構想区域を担当し、中核市は圏域で中核的役割を担っている。

開催
調整

開催
調整

○ 大阪府医師会
○ 地元医師会
○ 大阪府病院協会
○ 大阪府私立病院協会
○ 市町村（公立病院関係者を含む）
○ 医療保険者他
○ 病院関係者（事案に応じた参加）

ほか

○ 地元医師会
○ 地元歯科医師会
○ 地元薬剤師会
○ 地元病院関係者
○ 看護・訪問看護関係者
○ 精神科医療関係者
○ 在宅医療関係者
〇 市町村 ほか

地域医療構想調整会議（＝保健医療協議会）
地元市町村、地元医師会、地元歯科医師会、地元薬剤師会、大阪府医師会、大阪府歯科医師会、大阪府薬剤師会、大阪府病院協会、

大阪府私立病院協会、大阪府公立病院協議会、大阪精神科病院協会、大阪府看護協会、医療保険者、社会福祉協議会 ほか

病床機能懇話会（部会）

報告報告

支援・調整

在宅医療懇話会（部会）

府保健所（12）
政令市（２）
中核市（４）

開催・調整

大阪府



２ 取組実績と課題

(1) 病床機能報告

(2) 病床転換補助金

(3) 基準病床数

(4) 地域医療構想調整会議
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２ 取組実績と課題 (1) 病床機能報告

病床機能報告という制度上の限界があり、
病床４機能のデータのみでは、病床機能の実態を把握できない

◆特定機能病院は、高度医療を提供することが主な役割であるため、病棟単位の病床機能報告で
は「高度急性期」での報告となっている。

◆「一般入院基本料」を算定している病床においても、急性期症状を脱した患者の入院実態（回復
期機能の提供）があると考えられるが、「回復期」での報告はほとんどない。

●病床機能区分別入院基本料（割合）●入院基本料別病床機能区分（割合）

13対１・15対１等
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２ 取組実績と課題 (2)病床機能転換補助金

府補助金を活用しての病床転換の実績は３年間で485床と低調。
ほぼ病院の建替えの中での転換となっている。

◆地域医療介護総合確保基金を活用し、ニーズが急増する「回復期」病床への機能転換を支援。
◆急性期機能から回復期機能への転換実績は15病院。転換先内訳は、緩和ケア病床（109床）、

地域包括ケア病床（338床）と回復期リハビリテーション病床（38床）。

●病床転換補助金の概要

【平成28年度】

・府内全530病院に対し、病床転換に関する意向調査を実
施（→回答率80.1％；425病院）

・病床転換の意向があり、府補助金の活用を検討している
42病院を対象に説明会を実施（→31病院参加）

【平成29年度】

・平成28年度調査で病床転換の意向を示した病院を対象
に、府補助金活用について説明 （→14病院）

・府補助金の弾力的活用について検討中

目的 補助対象 転換先病棟
基準額

(１床当たり上限額)
補助割合

病床転換に必要な施設の
新増改築や改修に係る
工事費等の一部を補助

府内病院
入院基本料
7対1
10対1
13対1
15対1

地域包括ケア病棟
緩和ケア病棟
回復期リハビリテーション病棟

改修工事費
333万3千円

新築・増改築費
454万円

1/2

●補助金活用に向けた取組み
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２ 取組実績と課題 (3)基準病床数

将来の基準病床数と病床数の必要量の乖離が埋まらず、
両者の関係について整理が必要

◆第７次大阪府保健医療計画における基準病床数の特例措置の活用ついて検討するにあたり、
「将来の推計人口」を用いたシミュレーションを実施。

◆シミュレーションによる2025年の基準病床数推計値（約7万4千床）と、地域医療構想推計の
病床数の必要量（約10万床）との間に大きな乖離。

●病床数の関係
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２ 取組実績と課題 (4)地域医療構想調整会議 ① 参加病院

既存の地域医療構想調整会議を中心とした検討では、
とりわけ病床機能分化・連携の推進に限界がある

◆懇話会・部会を含む地域医療構想調整会議に参加している病院は限られている。多くの病院は
地域医療構想の推進について、行政から直接話を聞く機会が少ない。

◆調整会議のみでは、医療機関間での情報格差や情報共有不足が生じ、相互補完による機能分
化・連携の議論に進展しない。

参加病院は、大阪府全体で約10％

●都道府県別一般病院数（平成27年）
※（）内は二次医療圏数

東京都 598 （13）
北海道 497（21）
大阪府 491（8）
福岡県 401（13）
兵庫県 321（10）

：
秋田県 54（8）
山梨県 52（4）
滋賀県 50（7）
島根県 43（7）
鳥取県 40（3）

参加
病院

●平成29年度地域医療構想調整会議参加病院の割合
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２ 取組実績と課題 (4)地域医療構想調整会議 ② 開催実績

病床転換の必要性が明らかでない中で、
医療機関が納得した自主的な転換まで議論が至っていない

◆平成28・29年度会議開催実績（平成29年12月13日時点）
・地域医療構想調整会議：２～３回/圏域（計22回）
・病床機能懇話会・部会：２～４回/圏域（計21回）

◆検討内容（29年度は、第７次大阪府保健医療計画に向けた検討の中で）
・必要病床数に対する整備すべき病床機能の検討
・各圏域における個別の医療機関が担う機能（５疾病４事業別）の明確化
・地域医療介護総合確保基金事業の評価と改善策 など

※地域医療構想調整会議や関係機関からの主な意見
（病床機能転換）

・高齢化が進展し、救急搬送件数の増加が見込まれる等、「急性期」の医療需要は増加していく。
・「急性期」の医療需要の増加が予測される中、転換を誘導すべきではない。
・経営安定の担保が見えない状況での機能転換はリスクがある。

（地域医療介護総合確保基金）
・急性期機能の確保が必要な中で、病床機能の方向性が見えないことが、基金の執行率の低さにつながっている。
・基金の事業区分ごとに執行金額が固定されていては、地域の実情に応じた事業を進められない。弾力化が必要。



３ 構想の推進

(1) 大阪アプローチ

(2) 国への提言
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３ 構想の推進 (1)大阪アプローチ ① 基本的な考え方

大阪府における医療実態を可視化し、
すべての関係医療機関の参画による協議を行い、

高い納得性のもと医療機関の自主的な取組みをサポート

すべての関係医療機関参画による分析・協議
2025年の

あるべき姿

診療報酬改定の状況や診療実態の詳細な分析を踏まえ、
将来のあるべき姿に対しての「地域の課題」について、
公・民分け隔てなく関係者間で認識の共有を図る

病床機能報告制度と、
構想の病床４機能区分の
定義が必ずしも一致しないため、
将来必要となる病床の検討にあたり、
診療実態を分析・徹底した見える化

構想区域における
「将来のあるべき姿」をとりまとめ

「あるべき姿」の実現に向け
達成度を測定する指標の設定

病床機能
（「病床４機能」「入院基本料」別の病床）
診療機能
（疾病・事業別の流入・流出率、NDB（SCR）等）
病床稼働率
（ 「病床４機能」 別）

●指標（例）

「病床機能」×「診療機能」
・「回復期」（サブアキュート・ポストアキュート機能）を持つ病床機能等
・地域で必要となる診療機能（５疾病４事業）

（平成30年 春～夏）

（平成30年 夏～秋）

（平成30年 秋～冬）

（平成30年中目途）
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すべての関係医療機関が参画・協議し、構想区域の将来のあるべき
姿をとりまとめ、それを踏まえて自院のめざす方向を決定

◆医療計画全体を扱う「医療懇話会（部会）」と「病床機能懇話会（部会）」を統合再編し、
「（仮）医療・病床懇話会（部会）」を新たに設置。地域医療構想と医療計画を一体的に推進。

◆全病床機能報告対象病院を対象とした「（仮）医療機関連絡会」を新たに設置。構想区域の
あるべき姿をとりまとめ。

◆会議の運営は、構想区域（二次医療圏）を基本としつつも、保健所単位での開催や病院の
規模・特性ごとの開催など、地域の実情に応じて柔軟に対応。

３ 構想の推進 (1)大阪アプローチ ② 協議の場

地域医療構想調整会議
（保健医療協議会）

【新】

（仮）医療・病床懇話会（部会）

報告

●平成30年度からの協議スキーム

報告

報告

懇話会（部会）

：

【新】
（仮）医療機関連絡会



３ 構想の推進 (1)大阪アプローチ ③ 実態分析イメージ

診療機能実態を踏まえた上で、将来必要となる医療機能を検討

出典大阪府「医療機能調査」

（平成29年6月30日現在）
※「人口10万人対」算出に用いた人口は、
大阪府総務部「大阪府の推計人口（平成

26年10月1日現在）」

●脳血管疾患患者の「入院」先医療機関の所在地（割合）

●脳卒中治療（急性期）を行う病院の
人口10万人対のICU・HCU・SCU病床数

●脳卒中治療（回復期）を行う病院の
人口10万人対の回復期リハビリテーション病床数

●脳血管疾患患者の「外来」受診先医療機関の所在地（割合）

構想区域間ごとの流出率を確認し、
脳血管疾患の病床を充実すべきか検討

「入院」と密接に関係する「外来」機能に
ついても流出率を確認

脳血管疾患に関する急性期病床の
実態を確認し、機能分化により
充実すべきか検討

脳血管疾患に関するリハビリ病床の
実態を確認し、機能分化により
充実すべきか検討
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「公的医療機関等2025プラン」を契機に、府内のすべての病院の
情報を、公民分け隔てなく整理・データ化し、構想区域単位で協議

◆構想区域で協議することを前提に、病院からの回答内容が比較検討等に資するよう、自由記載で
はなく、データ化に適したクローズドクエスチョン方式とする。

◆公的医療機関にとどめず、公立病院及び民間病院に対しても同じ内容のアンケートを実施予定。

３ 構想の推進 (1)大阪アプローチ ④ 公民イコールフッティング

●国提示のひな形 ●大阪府の調査様式

（懸念材料）
・比較検討等をしたい記載があるかは、
病院の判断による。

・記載内容がバラバラでは協議に必要な
データ（資料）等が揃わず、フラットな
議論ができない。

など



「構想区域の現状と課題」について、地域医療構想調整会議で協議
した後、各医療機関に提供。それを踏まえて、プランを策定。

３ 構想の推進 (1)大阪アプローチ ⑤ 公的プランの流れ

H29.10月 11月 12月 H30.1月 2月 3月 4月以降

医
療
機
関

二
次
医
療
圏

大
阪
府

公的プラン策定準備

策
定
依
頼

圏域編素案策定

策定作業

プ
ラ
ン
策
定

提
出

確認→圏域単位でとりまとめ

提
出

必
要
に
応
じ

病床機能報告データとりまとめ

公立病院データとりまとめ（検討中）

【新】医療機関連絡会

提
供

プ
ラ
ン
修
正参

加

公的プラン〔府様式〕の整理
・クローズドクエスチョン中心
・時点の明示・統一 等

デ
ー
タ
ア
ッ
プ
デ
ー
ト

（全機関）（対象機関のみ）

承認

各圏域の「現状と課題」を
とりまとめ

報告

保健医療協議会
（地域医療調整会議）

保健医療協議会
（地域医療調整会議）
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大阪府保健医療計画
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▶2025年の病床数の必要量は、「病床機能区分別の割合」を
今後の病床機能分化・連携を進めていく際の目安として活用

▶具体的な病床機能の確保は、病床の実態を明らかにした上で、
「既存病床数」・「基準病床数」の中で検討

３ 構想の推進 (1)大阪アプローチ ⑥ 病床機能の確保

●病床機能報告と病床数の必要量の病床機能区分ごとの比較（割合）

STEP 1

「急性期」で報告している病棟での
診療実態を分析

STEP 2･3
・分析結果を踏まえ、回復期機能を
提供する病床数を精査
・2025年の病床数の必要量の回復
期割合（約3割）とのギャップを確認
し、その差を埋めていく方策等を検討

病床機能報告
病床数の必要量

高度急性期

慢性期

急性期

回復期

病床数の必要量
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◆地域医療構想の推進については、 地域の実情に応じて進め方が異なるため、
全国一律的な取組みを推奨するのではなく、自由裁量を基本とすべきではないか。

◆地域医療構想調整会議では、構想区域において中心的な働きを担うのは
地域の実情に精通している「保健所」である。
そのため、医療計画及び地域医療構想について、保健所を有する政令市・中核市
が果たす役割について、法令等で明確に示す必要があるのではないか。

◆地域医療構想の推進にあたっては、病床機能に関するデータの分析を迅速に行い、
関係機関と共有を図る必要がある。
そのため、国から提供されるデータ（病床機能報告のまとめ等）については、
二次利用しやすい形式で提供し、クラウド上で公開し、誰もが時差なく使えるよう
オープンにしていく必要があるのではないか。

３ 構想の推進 (2)国への提言


